
１．重要な会計方針

１）固定資産の減価償却の方法

　(1)有形固定資産

　　①建物、建物附属設備、構築物、什器備品、車輌運搬具　・・・・・定率法によっている。

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物及び平成28年4月1日以降に取得した附属設

備及び構築物は定額法による。

　(2)無形固定資産

　　①ソフトウェア　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・利用可能期間（５年）に基づく定額法によっている。

２）引当金の計上基準

　(1)退職給付引当金

　(2)賞与引当金

　　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

３）リース取引の処理方法

　ファイナンス・リース取引

４）消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税込方式によっている。

２．会計方針の変更

該当なし

財務諸表に対する注記

 「公益法人会計基準」(平成20年４月11日　平成21年10月16日改正　内閣府公益認定委員
会）を採用している。

職員給与規程第２０条２項に基づき期末退職給与の要支給額から、中小企業退職金共済保
険積立金を控除した額を計上している。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
いては通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。



３．特定資産の増減額及びその残高
特定資産の増減額及び残高は、次のとおりである。

　（単位：円）

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　特定資産

　　土地 204,187,500 0 0 204,187,500

　　建物 419,159,798 0 10,286,130 408,873,668

　　建物附属設備 35,471,579 5,784,530 29,687,049

　　構築物 4,084,116 0 644,290 3,439,826

　　什器備品 134,896 0 22,505 112,391

　　退職給付引当資産 38,745,673 5,590,300 3,476,931 40,859,042

　　奨学資金積立資産 15,490,540 585,150 720,000 15,355,690

　　奨学資金貸付資産 1,379,000 720,000 585,000 1,514,000

　　災害支援金 2,370,640 22 2,370,662

　　土地取得積立資産 73,080,000 2,309,000 75,389,000

合　　計 794,103,742 9,204,472 21,519,386 781,788,828

４．特定資産の財源等の内訳
特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に
対応する額）

　特定資産

　　土地 204,187,500 204,187,500

　　建物 408,873,668 366,900,390 41,973,278

　　建物附属設備 29,687,049 29,687,049

　　構築物 3,439,826 3,439,826

　　什器備品 112,391 112,391

　　退職給付引当資産 40,859,042 40,859,042

　　奨学資金積立資産 15,355,690 15,355,690

　　奨学資金貸付資産 1,514,000 1,514,000

　　災害支援金 2,370,662 2,370,662

　　土地取得積立資産 75,389,000 75,389,000

合　　計 781,788,828 571,087,890 169,841,896 40,859,042



５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

　　　　　（単位：円）

科　　目

特定資産

　　土地

　　建物

　　建物附属設備

　　構築物

　　什器備品

その他固定資産

   建物

   建物付属設備

   構築物

　　ソフトウェア

   什器備品

   車輌運搬具

小    計

合    計

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

　　　　　（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

地域医療介護総合 沖縄県 257,540,000 6,320,000 251,220,000 指定正味財産

　　　　　　　　　確保基金

257,540,000 0 6,320,000 251,220,000

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

内　　容

経常収益への振替額 円

一般正味財産への振替額

合　　計

８．重要な後発事象
特になし

取得価格 減価償却累計額 当期末残高

204,187,500 0 204,187,500

514,306,500 105,432,832 408,873,668

132,127,500 102,440,451 29,687,049

14,739,191 11,299,365 3,439,826

54,714,144 54,601,751 112,393

10,578,500 4,706,226 5,872,274

920,074,835 273,774,399 646,300,436

600,000 12,000 588,000

17,842,380 5,608,000 12,234,380

4,913,800 4,326,400 587,400

5,203,117 5,203,113 4

24,137,555 17,980,214 6,157,341

10,030,198

10,030,198

63,275,352 37,835,953 25,439,399

983,350,187 311,610,352 671,739,835



１．特定資産の明細
財務諸表に対する注記「３．特定資産の増減額及びその残高」に記載しているため省略している。

２．引当金の明細

目的使用 その他

賞与引当金 7,598,197 7,985,368 7,598,197 7,985,368

退職給付引当金 38,745,673 5,590,300 3,476,931 40,859,042

附属明細書

科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高


